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フードプロセッシングのHACCP 導入に向けて(I)
小 池 鉄 夫＊
はじ め に1993
年1 月1 日にGATT に代わりマラケッシュ協定に基づくWTO( 世界貿易機関)が設立され、
新しい世界貿易体制が発足した。
わが国では、翌年の12月に、「加盟国の衛生植物検疫措置の適用に関する協定」や「農業に関する
協定」を含むこの協定を正式に批准し、その後、食品貿易の国際化や規制緩和が一層促進されるこ
ととなった。1994
年には、製造物責任法(PL 法) が制定され、同法が施行された翌年には、食品の規格基準の
国際水準への調和を図るため、厚生省／農林水産省では、従来までの製造年月日表示を品質保持等
の期限表示制度に切り替えることとなった。
さらに、厚生省では、食品の衛生規制の国際水準への整合性をさらに促進するために、食品衛生
法及び栄養法の一部( ①国際化に対応した食品の安全対策、②食品保健に関わる営業規制の見直し
と自主衛生管理の推進、及び③食品を通じた健康作りを含む) の改正に着手し、1996年に施行され
ることとなった。
この改正の結果、食品衛生法第7 条の3 規定により、総合衛生管理製造過程による食品製造の承
認制度がスタートした。
この制度は、特定の食品の製造又は加工業者が、当該食品の製造又は加工の方法及びその衛生管
理の方法について記載した、総合衛生管理製造過程の実施計画文書を申請書とともに厚生省に提出
し、その内容を審査した上で厚生大臣が確認するものである。
承認の対象食品として、乳・乳製品、食肉製品、魚肉ねり製品、容器包装づめ加圧加熱殺菌製品
が食品衛生法施行令で、また、HACCP 手法の適用手順を骨子とした承認基準が厚生省令で定めら
れ、同時に施行された川。
平成13年度より、東洋大学国際地域学部国際観光学科ではフードプロセッシング( 調理生産) の
授業を行っているが(図I) 、授業の基本として国際基準に沿った食品衛生管理の実施を掲げている。HACCP
はこれまでの衛生管理の方法により優れた方法として評価され、アメリカ・EU・オース
トラリア・ニュージーランドでは食肉・水産食品などの衛生規制としてとり入れている。
日本においてもHACCP が食品衛生管理の手法として法律に位置づけられ、食品メーカーを中心
'東洋 大学国 際地 域学 部；FacultyofRegionalDevelopmentStudies,ToyoUniversity
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にして広まりつつある。HACCP
システム導入について国際的な基準すべてを学校教育に導入することは、無理があるか
と思うが、基本的な調理上の食品衛生管理システムを導入することによって、国際基準に沿った食
品衛生管理の実施を目指していきたい。
ここでは行政・外食産業が実施しているHACCP のシステムを考察して今後の教育の場への導入
の基礎としたい。
外 食 産 業 に お け るHACCP 導 入 に つ い て1.
一般的衛生管理とHACCPHACCP
は、Hazard （危害）Analysis （分析）andCritical （重要・必須）Control （管理）Point
（点）の頭文字の略称で、危害分析重要管理点と訳されてお り、世界各国で導入と普及が進 んでい
図1 東洋大学国際地域学部国際観光学科調理実習室
ホール
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る食品衛生管理のための新しい考え方である。HACCP
の考え方による安全確保を実施するためには、一般的衛生管理事項とHACCP の関係を
正しく理解しておく必要がある。
外食店舗が営業を行うには、食品衛生法に基づく施設基準や管理運営基準を遵守しなければなら
ないが、国際的にこの2 つをまとめた「食品衛生の一般的原則（一般的衛生管理事頂）」という原則
が示されている。
これを外食店舗に当てはめると、以下になる。
① 食 材
食品衛生的に信頼できる納入業者から食材を仕入れる。
② 施設の設計及び設備
施設の設備や機器具類は、食中毒菌等の汚染を最小限にするように設計・配置されており、
耐久性があって適切な保守管理、清掃、消毒等ができること。
③ 食材・調理品の取り扱い
食材の検収（衛生面で確認を行った上での受け取り、以下同様）、保管、下処理、調理、盛り
付け、提供といった一連の流れの中で、食中毒菌などの汚染や増殖によって予想される危害を
リストアップし、想定された危害を排除するための手順を決め、実施すること。
④ 施設・器具類の保守及び衛生管理
食中毒菌の汚染や増殖を防ぐために、施設の設備や調理機器具類の洗浄や消毒、廃棄物の保
管・管理の手順を決め、実施すること。
⑤ 人の衛生管理
食材の検収、保管、下処理、調理、盛り付け、提供等の作業に従事する人から、食中毒薗が
二次汚染し事故につながることをさけるため、健康管理や衣料、頭髪、つめなどの衛生管理、
手洗いなどの手順を決め、実施すること。
⑥ 調理品の運搬機材の管理
本部から店舗に食材を配送したり、調理品を一般家庭に配達する場合には、配送に使用する
車両や容器が汚染されないように設計され、適切に洗浄・消毒ができるような構造になってい
ること。
⑦ 食材に関する情報と検収担当者の意識
店舗の検収担当者は、食材の適切な取り扱いや産地、メーカー、品質保証期限などが判断で
きる情報を有すること、そして、食材に関する情報を正しく理解し、食中毒菌の汚染や増殖を
防止する衛生的な知識をもつこと。
⑧ 飲食店従事者の教育・訓練
店舗で食材や調理品を取り扱う人は、食品衛生についての研修などにより教育訓練を受け、
その効果について定期的に評価を受けること。
以上が安全性を確保するために必要とされている一般的衛生管理事項であり、このうち③食材・
34 観光学研究 第1 号2002 年3 月
調理品の取り扱いで、特に厳密な管理を必要とする事項についてHACCP を適用する。
このように、安全性を確保するにめには、HACCP の考え方だけを取り入れるのではなく、施設
基準や管理運営基準の遵守はもちろんだが、それを一般的衛生管理事項として、「いつ」、「だれが」、
「どのように」、実施するかを決め、点検・記録することか重要になる(2)。
2 。予防の三原則とHACCP の考え方
これまでの食中毒統計等によれば、外食店舗で発生した食中毒事故のほとんどは、予防の三原則と
いわれる「付けない」、「増やさない」、「死滅させる」が守られていない場合に多く発生している。
作業する人が健康で、清潔さに心がけていること、使用する調理機器具や調理場が清潔であるこ
と、そして、鮮度が良く、衛生的な、清潔な材料を利用することが重要になる。
また、仕入れた材料や調理した後の調理品を長い時間常温に放置すると、材料に付着したり、調
理品に残存した食中毒菌が増殖し、食中毒になる危険性がある。
冷蔵・冷凍保管が必要な材料は、迅速に所定の場所に入れること、あるいは一定期間の保管が必
要な調理品は、食中毒菌が増殖しない温度に迅速に冷却すること、または保温する場合、一定温度
以上に保持することなどが重要である。
さらに、材料に付着したり、調理過程で二次汚染した食中毒菌は、加熱調理することで、ほとん
どを死滅させることができるが、その場合、十分な加熱温度と時間が重要なポイントになる。
この食中毒予防のE 原則は、現在、食品衛生の分野で注目されているHACCP の考え方にもつな
がるものである。
これまで、食品工場等で行われてきた食中毒等の事故予防策は、最終製品のサンプル検査が主流
だったが、HACCP の手法は、村料から最終製品に至るそれぞれの段階で、特に注意すべき事項（重
要管理点）を決め、それが守られるように確認を行い、安全な食品を製造する方法である。
この考え方は、上述のように食中毒予防の三原則とも深く結びついており、食品工場だけでなく。
外食店舗でもより安全な調理品を提供するために役立
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出典 ：（外食 総 研）
増 やさ ない
死滅させる
付けな い
つ方法である。
図2 は、HACCP の考え方と食中毒予防の三原則の
関係を説明したものである。
先ず、鮮度がよく安全で衛生的な材料を使用し、施
設基準を満たした調理施設において、管理運営基準を
遵守した衛生的な作業環境のもとで材料や調理品を取
り扱うことが基本であることを示している。
さらに、材料の仕入れ、保管、下処理、調理といっ
たそれぞれの作業について、事故に結びつく可能性の
ある材料や調理品の扱いをチェックし、特に食中毒菌
の増殖を予防したり、死滅させるために重要な保管や
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加熱の温度や時間等が間違いなくあるいは十分に実施されたかを、だれでもわかる方法で確認し、
記録することが、HACCP の考え方の基本になる。
このように、食中毒予防の三原則は、材料の確認、施設基準や管理運営基準の遵守と作業全体を
通したHACCP の考え方による安全確保により、守られるわけである(3)。
3.HACCP 導入への具体的手法(1)
危害分析を行うにはHACCP
原則の中で、重要なのが危害分析である。危害分析は、作業ごとに食中毒菌の汚染や増
殖による危害を、全てリストアップすることが必要になる。そのためには、特性要因図を作成する
と便利である。
① ② ③ ④ ⑤ ⑥
八 ． 八 ． 匝i) 八 ． 匹 ．「に 二引
特性要因図は、左側に食材、右側は調理品を書き込み、斜線で検収、保管、下処理、調理、盛り
付け、提供といった一連の作業を書き込む。そして、それぞれの作業で想定される全ての危害（些
細なもの全て）を、魚の小骨のように書き込んでいくことにより、作業のどの部分で、どんな危害
の発生が想定されるかを整理することができる。
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図3 特 性 要 因 図 作 成 例
（注）特性要因図で リストアップした危害を、工程順別に一覧表にしたのが、危害リストにな る。
出典:( 外食総研）
食材の流れはレストラン内での食材の進行経路である。(1)
受け取り（搬入） （2） 貯蔵 （3） 準備（下ごしらえ） （4） 調理(5 ） 保存
（6） 配膳(7 〉 冷却 （8） 再加熱
例えば、生の鶏肉が適切な温度下にもかかわらずサルモネラ菌に汚染されたまま配達されたとす
ると、搬入時平均的な手順は、適性温度に保たれていたかの確認と、外見上異常が無いかの点検で
ある。しかしサルモネラ菌は74°c以上の温度で少なくとも15秒間レンジで鶏肉を加熱しなければ危
険を除去できない。この適性温度での加熱こそCCP で調理するということである。
フローチャートをデザインしてみると次ページのようになる。
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取 り
し ら え
蔵
小 一旦
乾燥貯蔵庫に貯蔵
豆類をすすぎ水をきる
仕込み鍋にチリソースを注ぐ。水と調味料を
加える。かき混ぜる。
調 理
レ ンジを余熱する。冷凍野菜を加える。調理済み牛ひき肉を加える。CCP
＝チリビーンズを74°C以上の温度で、最低15秒間調理する。
保 存 と 配 膳
速やかにサーブする。CCP
＝チリビーンズは60°Cか、それ以上で保存する。新しい料理と古いものを混ぜない。
冷 却CCP
＝チリ料理を4 時間以内に5 °C以下の温度で冷却する。
再 加 熱CCP
＝チリビーンズを2 時間以内に74°C以上の温度で15 秒間再加熱する。
再加熱は一回だけ。
図4 チリビーンズのフローチャート（メキシコ料理）
出典：（アール・エフ・エム・スエヒロ㈱）
調 味 料
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フローチャートは食物の流れと全てのCCP を示す簡 単な図である。それは料理する食材 に、「受
け取り」「貯蔵」「下ごしらえ」「調理」「保存」「配膳」「冷却」「再加熱」と言う各段階で何が起こる
かを図解したものである。
この作業は、かなり多 くのメニ ュー項目の為にフロ ーチャート を作ることになっても、そんなに
時間 と労力はかからない。それは類似したフローチャートを用い ることで出来るからである。例え
ば、チキンヌードルスープの調理法とフローチャート は、ビーフヌードルスープの調理法とフロー
チャートによく似ているからである。又ビーフロースト とベークドハムも類似している。
フローチャートにCCP を加えた後、 それを調理方法説明書 に加 える。
そうすることで調理方法説明書は、メニュー品目を調理する為のガイド となる(4)。
（2）CCP の手順と基準を設定 するCCP
の各項目に合致した基準を設定する。基準 とは、時間や温度のほかに食材の安全性 を保つ為
の必要条件である。それらを調理方法説明書とフローチャートに書き加える（図4 ）。CCP
の各項目について一 つ以上の基準を必要とする場合 もある。
い くつ必要となるかに関わらず、 それぞれの基準 は下記に合致していなければならない。
・測定可能であること。
・経験、卸業者からのアドバイス、調査されたデータ、或いは食品規則 に基づいた事実である事。
・室温、従業員の数とオーダーの数が考慮された、標準的な仕事場環境で調理するための調理方
法説明書と合致している事。
・温度の計測や、一定の時間内にする調理のような特定 された作業 に対して、明確に説明がなさ
れていること（例えば、チリ料 理の再加熱の基準は「調理食品の内部温度を2 時間以内 に最低15
秒間74 °C以上になるように素早 くレンジで加熱する」であ る）(S)。
お わ りに
フードサービスの基本理念は安全な食品の提供であるが、必ずしも遵守されてきたとは言えない。
どちらかと言えば、売れる商品を作ることが最大の目的であった。食の国際化が進行する中、食品
衛生面でもその基準化が強く求められている。例えば米国では製品の安全を確保するために必要と
なる基本的な施設内環境の衛生管理の実施要件(PrereguisitiPrograms)を定め、衛生(Sanitation)、
適正製造規範(GoodManufacturingPracticis) 等を実施している。
この様の環境の中、我が国でもHACCP システムによる食品衛生管理が食品製造業や外食産業に
おいて進行しつつある。教育の現場においても、HACCP の理念を充分に理解し、今後具体的なプ
ログラムを作成し、フードプロセッシングヘの導入に向けて努力していきたい。
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注記
（1）「外食産業安全確保システム推進事業報告書」平成10年度
（2）「外食店舗の安全を確保するためのガイド」平成13年3 月(3)
同上PI ～
（4） 同上(5
） アール・エフ・エム・スエヒロ株式会社 上島祝雄氏
綿外食産業総合調査研究センター
匍外食産業総合調査研究センターP2 ～
